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マイクロク ジット・スキーム が挙げられる。途上国において通常の金融システムにアクセスすることができ い、零細企業家または起業を目指す貧困層に対して、初期段階の設備投資資金や運転資金を供与する支援形態であ すでにこの形態の支援が複数の国で実施されており、フェアトレード産品の生産者 零細企業の資金
面を支援することが可能と言える。
　③の市民参加の促進については、主にＪ















































































域のＮＧＯ関係者を委員とした「ＪＩＣＡボランティアＯＢの社会還元のあり方調査研究会」によって提案されたショップ企画でＪＩＣＡ中部内に設けられる名古屋地球ひろばにおいて、二〇〇九年度中に立ち上げ予定。 ボランティアが関った製品の展示 ・販売を通して活動を紹介することを目的とし、すでに国内で製品化されている協力隊関係の商品はフェアトレード 理念に基づいているものが多いため、フェアトレードの理念についてもパネル展示などを通して紹介する。同時に、地域のＮＧＯ等の取り組むフェアトレード も販売する予定。●今後の可能性と課題
　ＪＩＣＡにおけるフェアトレードの認知







におけるフェアトレード活動はあくまで現地の生産者の生活向上・安定を主目的とすることから、ＪＩＣＡにおけるフェアトレード関連事業が拡大する見込みは十分ある。今後さら ＪＩＣＡの具体的な事例が増えることで、より効果的・効率的なフェアトレード支援事業の取り込みやフェアトレード生産者、流通 販売団体との連携が期待できると思われ 。
　課題としては、まさにアジア経済研究所
主催の研究会「フェアトレードは貧困削減に結びつくのか」の名のとおり、フェアトレードと貧困削減の関係がいまだ議論 最中にある点であろう。英国国際開発省同様、フェアトレードは生産者側 キャパシティーディベロップメントを主目的とすると位置づけるか、あるいは安定した収入確保による貧困削減まで目的を拡大するかによって、どのような成果を求める に大きな違いが出 。当面はＪＩＣＡ 援助手法の一つとして正式に位置づけていく前段階の試みとして、事例を重ねていき、その効果も含めさらに調査・検討し、援助とフェアトレードとの関係を検証していくことが現実的かと思われる。
　別の課題としては、ＪＩＣＡとしての
フェアトレードへの関与方針である。これまでは、主に青年海外協力隊やＮＧＯ支援などを通して、いわゆる点の援助を中心に行っている。 国内においても、 国内センターが個別に啓発活動を実施している が実態である。これらの点の活動を、組織として面的に拡大・深化させるか否か、関連情報の収集、 分析、 発信 集中して担う部署 ・ 場、あるいは担当者を設けるのか否 ついの議論も検討もこれからであ
　日本と比して、すでに大きな市場シェア
を有する欧米諸国においてもフェアトレード商品の購入規模は拡大傾向 たどっている。少なくとも、世界的 見てこの市場がさらに拡大するならば、フェアトレードというツールを、援助 一つ 手段とし 柔軟に取り入れる意義は十分 と考える。
（けんみや 　みさ／国際協力機構アフリカ部） 　
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フェアトレードと貧困削減
